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研究成果の概要（和文）：地域型NPOとして「まちづくり活動」に取り組んでいる7団体のうち事例として、さかいhill
-front forum(以下さかいHFF)、Fusion長池を対象とし、活動領域の広がりと連携状況、ならびに広がりのプロセスを
明らかにした。さかいHFFが指定管理者として東文化会館の拠点を獲得することで地域の連携形成の中心的組織となっ
ていることを明らかにした。Fusion長池の事例からは当初は活動領域が総合的に広がっていたが、時間の経過とともに
特定領域の他団体への分離・独立、他団体との新たな連携を通じて総合的な領域をカバーしていることが明らかになっ
た。

研究成果の概要（英文）：The object of this study was Sakai hill-front forum and the Fusion Nagaike, as an 
example of regional type of Non-Profit Organization. From the Case of Sakai hill-front forum, it was revea
led that it has become the central organization of the cooperation of the region by Sakai hill-front forum
 to get a base of Sakai Higashi Cultural Hall as a designated administrator. From the Case of Fusion Nagai
ke, it was revealed that 1) the activity domain had spread to the overall first, 2) the specific domain we
nt separate to other organizations, 3) the total domain was covered by a new collaboration with other orga
nizations.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）縮減社会における「都市計画」の再定

義 

近代「都市計画」はその成立当初から「拡

大」する都市活力を制御することに注力して

きたが、わが国は 2005年に人口減少に転じ、

縮減社会にある。これまで「拡大」を前提に

した社会システムをいかに転換するかが今

日的な課題となっているが、まだその方途は

明らかになっていない。縮減社会においては、

利用可能な社会資源が限られており、他分野

と連携した総合的な地域空間マネジメント

に依拠していく必要があり、「都市計画」自

体も他分野と連携した総合的な領域へと再

定義されなければならない。 

（２）「地域型 NPO」の台頭 

一方、特定非営利活動促進法も施行後 10

年を超え、地域空間を扱う担い手も行政に留

まらず多様な主体が台頭している。なかでも、

Fusion 長池、岡崎まち育てセンターりた、さ

かい hill-front forum などに見られるよう

に、特定領域を超えて地域空間の総合的課題

を扱う地域型 NPO の台頭が注目される。特定

領域を超えて景観、防犯、情報通信、医療、

教育といった地域の生活を支える総合的な

活動領域を設定し、あたかも「小さな行政」

のような地域空間のマネジメントを行って

いる。テーマコミュニティの代表であった

NPO（テーマ型 NPO）が、地域空間のマネジメ

ントに携わることで町内会、自治会と補完し

合う地縁コミュニティの主体（地域型 NPO）

として存在感を増してきている。縮減社会、

高齢化社会において担い手が限られるなか、

市民にとって必要なサービスを提供する「新

たな公」の担い手として期待されている。 

（３）地域空間マネジメントの「見える化」

の必要性 
市民のニーズが多様化し「都市計画」に期

待される役割も広がりつつある。近年、景観
や防犯・防災などが新しく課題となっている
が、いずれも他領域と連携した戦略的で総合
的な取り組み（地域空間マネジメント）が必
要となる。しかしながら、総合的取り組みの
必要性はすでに指摘されているが、総合的な
領域の内実（領域間のつながり方）は実は自
明ではない。また、総合的な取り組みは、必
ずしも「ハコモノ」のような目に見えるもの
ではなく、その取り組みに関わる当事者以外
のものには伝わりにくい。特に、「事業仕分
け」の現場に見るように、税金という費用に
対する効果の説明が求められている。地域型
NPO の多くが各種補助事業を受託しながら進
めている地域空間マネジメントの領域の広
がりと成果を適切にわかりやすく表現し、当
事者と市民で共有する社会技術が求められ
ている。今後、さらなる地域型 NPO の登場が
期待されるが、先進事例となる地域型 NPOが、

テーマ型 NPOから活動領域をどのように課題
を乗り越え連携を広げたのかという連携プ
ロセスを明らかにする必要がある。 
 
２．研究の目的 

「新たな公」の担い手となる地域型 NPO に
よる活動領域を研究対象とし、縮減時代にお
ける地域空間マネジメントの新たな計画理
論を構築することを目的とする。 
（１）全国の地域型 NPO の事例調査：全国の
主要な地域型 NPO の活動領域、領域間の連携
と課題を把握する。 
（２）地域型 NPO に見る地域空間マネジメン
トの「見える化」：インタビュー調査により、
地域型 NPOの活動領域の広がりと連携状況を
把握する。特に、広がりのプロセスを明らか
にし、地域型NPOの成立要件を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 地域型 NPO による活動領域を対象とし、以
下の方法により、全国の動向とその地域空間
マネジメントの見える化を行う。 
（１）地域型 NPO 調査 
全国の地域型 NPOの活動領域と領域間の連

携、ならびに運営上の課題を把握する。先進
的な地域型 NPOでは公共施設の指定管理者と
なっていることが多いそのため指定管理者
である NPOを手がかりに事例調査対象を設定
する。指定管理者は各自治体で独自に指定す
るため、全国の各団体の状況を網羅的に扱っ
た統計はなく、日本経済新聞社・日経経済研
究所：自治体における指定管理者制度導入の
実態（2006）による調査が現時点では唯一の
ものである。同調査によると、指定管理者で
ある NPO は 478 あり、これを調査対象とする。 
（２）地域型 NPO 関係者に対するインタビュ
ー調査 
先進的な地域型 NPO の主要な関係者（各活動
領域の担当者）に対するインタビュー調査に
より、活動領域の広がりと連携状況を把握す
る。特に、連携のプロセスを明らかにし、地
域型 NPO の成立要件を明らかにする。プロセ
スをわかりやすく図化し「見える化」するこ
とで、地域型 NPO の活動領域を市民と共有す
るモデルを開発する。 
インタビュー調査は、全国の特徴的な 10

団体を予定している。まちづくりオーラル・
ヒストリー法に準じ、地域型 NPO の関係者の
ライフヒストリーを通じて、関係者がどのよ
うな動機で活動に参画し、活動領域を構成し、
連携していったのか、また、どのような課題
を乗り越えたのかについて明らかにする。 
 
４．研究成果 
（１）地域型 NPO 事例調査 
地域型 NPO抽出の手がかりとして指定管理

者制度に着目した。日本経済新聞社・日経産
業消費研究所（2006）：「自治体における指定
管理者制度導入の実態」によって、地域型 NPO
の状況を確認、整理した結果、NPO 法人によ



図１ 指定管理を受けている NPO 

る指定管理者 438 団体（図１）のうち、「ま
ちづくりの推進を図る活動」分野は 250団体、
そのうち 3 大都市圏にあるのは 84 団体、活
動範囲の全ての住民を対象としているのは
28 団体存在していることがわかった。それら
の活動内容は 6種類に分類されるが、地域型
NPO としては特にテーマを限らずまちづくり
活動に取り組んでいる 7 団体が注目される
（表１）。 

これら 7 組織の特徴として､地域住民が主
体となって組織されたものがほとんどであ
り、各地域型 NPO が住みよい地域の実現に向
け、住民間の連携を重視し個性ある取組みを
行っていることがわかる。行政組織や関連住
民組織と連携して地域に根ざした活動を目

指し、各地域が行政だけに頼らない自治によ
る地域の運営を行っていることが確認でき
た。これら 7組織のうち、事例としてさかい
hill-front forum(以下さかい HFF)を対象と
する。 
（２）地域型 NPO に見る地域空間マネジメン
トの見える化 
① さかい HFF を対象にした事例調査 
地域型 NPO の事例として、大阪府堺市東区

を中心に活動するさかい HFF を対象に、関係
者へのインタビュー調査を実施した。地域型
NPO の活動領域の広がりと連携状況、ならび
に広がりのプロセスを明らかにした（図２）。 
さかい HFF の前身であるとみおか HFF が発

足した 2001 年以前は、本研究の枠組みでは
多くの連携を見つけることができなかった
が、とみおか HFF 発足後には、とみおか HFF
が連携の主体となり、住民組織と地縁・行政
組織の間での連携がみられるようになる。連
携相手は地縁・行政組織が中心である。さら
に東文化会館が開設され、さかい HFF が発足
した 2005 年以降は、地縁・行政組織の連携
もあるが、ボランティアグループ登美丘南、
東健康グループ、ふうせんといった住民組織
との連携が見られるようになる。自らが主体
となって活動するだけでなく、相手を支援す
る形での連携が見られるようになっている

といえる。指定管理者制度によって東文化会
館という拠点ができたことが要因の１つと
して考えられる。 
さかい HFF はとみおかまちづくり委員会、

とみおか HFFにおける数人の活動から始まり、
現在では地域の連携形成の中心的組織とな
り、地域自治を担う地域型 NPO としての立場
を確立している。防犯活動をきっかけにして、
掃除、文化芸術活動、ハード面の整備、青少
年育成、その他、総合的な地域空間のマネジ
メントに取り組んでいる。 
活動範囲を限定し、拠点を獲得することで

地域の連携形成の中心的組織となり、地域自
治を担う地域型 NPOとしての地域連携形成プ
ロセスを明らかにした。 
②その他先進事例調査 

表１ 地域型 NPO の事例 

図２ さかい HFF の連携形成の変遷 



先進事例調査として、Fusion 長池の活動視
察、代表者インタビューを実施した。さかい
HFF と同じように、指定管理者を受けている
拠点を中心に地域連携の中心的組織となっ
ていることを確認したが、さらに Fusion 長
池は 1999 年の設立から 14年目に当たり団体
代表者の世代交代の時期にあること、当初は
活動領域が総合的に広がっていたが、時間の
経過とともにある領域の他団体への分離・独
立、他団体との新たな連携を通じて、すべて
を一団体で担うのでなく複数団体の連携に
よって総合的な領域をカバーしていること
が明らかになった。 
③パタンランゲージを活用した地域空間マ
ネジメントの見える化 
さらに、地域空間マネジメント手法を人々

の間で共有する手法として、井庭(慶応大学）
らとの議論により、パタンランゲージの可能
性について示唆を受けた。井庭は、C. 
Alexander のパタンランゲージを用いて、学
習・プレゼンテーション・コラボレーション
といった「人々の行為」を記述し、人々の間
で共有可能にするワークショップ手法を開
発している。かつてパタンランゲージでは
「空間の質」を記述し、専門家・非専門家を
架橋するツールとして開発されたが、近年は
実践知を共通言語化する方法として他分野
では再評価されている。 

これらは地域空間マネジメントの見える
化にも応用可能であり、現在、地域空間マネ
ジメントにおけるパタンとして表２のもの
をまとめることができた。 

 
表２．地域空間マネジメントのパタン 

主題 背景 問題 解決 

「
自
分
の
た
め
」
を
大
切
に
す
る 

人々と地域社会
とのつながりが
求められている
といえる。実際、
直接、地域社会
に接点を持って
活動している人
たちの割合はそ
れほど多くな
い。 

地域コミュニテ
ィと接点を持ち
たい人々、地域
コミュニティに
新しく加入して
ほしい人たちと
両者それぞれに
つながる必要が
ありながらも、
その「きっかけ」
がなかなかな
い。 

「自分」の困っていることを大切
にする。大きな災害時地域社会に
おける共助が注目された。大きな
災害によって日常的な生活の営
みが継続できなくなったとき、
「困ったとき」につながることが
できる、共に住む価値をお互い享
受することができる。日常時にお
いても、他者と関わり集団を構成
することで、一人ではできないこ
とができるようになる。こうした
自分のために周囲の人々との関
係をきっかけにすることが求め
られているのではないか。 

与
え
ら
れ
た
場
で
真
摯
に
活
動

す
る 

前項で見たよう
に、地域社会と
接点を持つ「き
っかけ」がない
といわれてい
る。地域社会で
のつながりはも
とめられている
が、そのきっか
けがない。 

すべての人が
「自分の問題」
から行動を始め
られるわけでは
ない。日常的に
社会のサービス
がある限り、地
域社会の助けを
特に必要として
いない。 

自治会、町内会、管理組合等の地
域コミュニティでの輪番制など
で与えられる役割を手がかりに
する。与えられた役割を真摯に務
めるなかで、地域コミュニティと
の関係が構築され、結果として担
い手として発見されることもし
ばしばある。自分のためをきっか
けに一歩踏み出すことも大事で
あるが、同様に環境から与えられ
る可能性に自身をひらいておく
ことも大事だといえる。 

「
小
さ
な
見
通
し
」
で
も
行
動
し
て
み

る 

前項で見たよう
に、地域社会と
接点を持つ「き
っかけ」がない
といわれてい
る。地域社会で
のつながりはも
とめられている
が、そのきっか
けがない。 

先が見えない時
代、活動のゴー
ルイメージもは
っきりしない。
一般的には、計
画・見通しを立
ててから、実行
していたが、先
の展望が描けな
い、先の展望を
描く条件を整理
するのが困難な
状況がしばしば
ある。 

小さく踏み出すことで担い手が
見えてくることがある。ＰＤＣＡ
サイクルではなく、ＤＣＡＰサイ
クルで考えてみる。先の大きな展
望は描けなくとも、当面の小さな
見通しに基づき、まずは実行して
みる。実行し、行動している過程
において周囲の状況が立ち現れ
てきて先の展望が描けるように
なる。小さな見通しを手がかりに
まずは実行することが大事であ
る。 

他
分
野
、
他
世
代
と
つ
な
が
る 

グループで定め
た目的に従って
活動が進むと、
仲間意識も芽生
え、共通の基盤
となるような価
値観も現れてく
る。 

そのため、メン
バーが固定化し
て活動の広がり
が停滞する他分
野、他世代とい
った他者とつな
がることで、新
しい価値観を取
り入れて活動を
ステップアップ
させることが期
待されるが、そ
れは難しい。 

自分たちのグループが得意とし
てきたこと、実践してきたことに
加えて、他分野の人たちとつなが
ることで他分野の人たちが実践
してきたことで活動の広がりが
出る。地域という総合的な空間に
働きかけをする際に、担い手の幅
が広がるといえる。結果として
様々な分野、多様な世代といった
総合的な対象に働きかけをする
ことが可能になる。 

参
加
し
や
す
い
地
道
な
活
動

を
す
る 

グループで定め
た目的に従って
活動が進むと、
仲間意識も芽生
え、共通の基盤
となるような価
値観も現れてく
る。 

そのため、メン
バーが固定化し
てくる場合がし
ばしばある。新
しい仲間を必要
としているとい
しながらも、彼
らと接する「き
っかけ」がない。

地域の掃除、まちあるきといっ
た、地域にとって必要な活動であ
り、また誰にでも参加しやすい活
動を実践する。特殊な技術を必要
としないため、気軽に誘うことが
でき、繰り返し実践することがで
きる。新しい参加者にとって都合
が悪ければ欠席し、都合のよい会
に参加することができる。心理的
負担がなく新しい参加者との出
会いの場を設けることができる。

拠
点
を
持
つ
こ
と
で
広
が
る 

地域づくりにお
いて総合的な取
り組みが必要で
あるといえる
が、他分野の人
たちとつなが
る、他世代の人
たちとつながる
ことは活動を広
げる大きな機会
になるが、そう
簡単なことでは
ない。 

メンバーが固定
化されやすいの
と同様に、各グ
ループの得意と
する専門分野に
分かれた活動に
偏りがちであ
る。他分野、他
世代の人たちと
つながりを持ち
づらい。結果と
して、総合的な
取り組みに至る
ことは難しい。

地域の人たちが気軽に訪れるこ
とができる、気軽に交流すること
ができる「拠点」を持つことで異
なる分野、異なる世代の人たちと
容易につながることができる。地
域の人たちが気軽に訪れること
ができる拠点があれば、連絡を取
りたい相手と特に調整をせずに
気軽に訪れることができる。ま
た、こうした拠点はいくつかのグ
ループが活動をする場所にもな
っていることが多く、他のグルー
プ同士が出会う場にもなってい
る。 

物
語
を
つ
く
る 

地域づくりにお
いて総合的な取
り組みが必要で
あるといえる
が、他分野の人
たちとつなが
る、他世代の人
たちとつながる
ことは活動を広
げる大きな機会
になるが、そう
簡単なことでは
ない。 

行政は縦割り、
地域づくり団体
の活動もそれぞ
れの専門分野に
特化しているこ
とが多く、他分
野の人と協働し
ながら総合的な
枠組みを持つこ
とが難しい。 

地域づくりのめざすべき方向性
を物語にして伝える。物語にする
ことで、どのような将来像になる
のか、わかりやすく地域の人々に
伝えることができる。その物語に
従って異なる主体が同じ将来像
に向かって取り組みを展開する
ことができるようになる。結果と
して戦略的で総合的な取り組み
が可能になる。実現に向けたプロ
セスを共有することができ、異な
る主体、異なる担い手同士の関わ
り方を共有することができる。
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